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（要旨）
　本稿は，1990 年から 2009 年までに発表された実証研究を対象に，広告媒体（メディア）
の選択と広告効果に関する議論を精査することで，メディアの属性，理論的枠組み，効果指標
の交差点を明らかにすることを目的とする。媒体効果の研究が注目してきたメディアの属性，
依拠してきた理論，広告効果の定義と測定法，ならびに実験で用いられる調査刺激のあり方と
いう 4 つの視点から実証研究を系統的に分析した。本稿の考察の学術的な貢献点は次の通りで
ある。⑴複数のメディア間での調査刺激の統性に関する立場や，実際の媒体接触状況にどの程
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1．はじめに

　Vakratsas and Ambler（1999）は，広告効
果を実証した先行研究を調査している。この
研究では，その時点までに明らかにされた広
告効果のうち頑健性が高いものを 25 点挙げ
ているが，この整理のなかで広告効果が生起
する過程を図 1 のように説明している。彼ら
によれば，広告効果が生まれる出発点は「広
告情報の入力」であり，それが受け手の動機
や情報処理能力といった「フィルター」を通
過することで，認知的あるいは情緒的な反応
が引き起こされる。この反応は，消費者が過
去の経験から得た知識とも結びつき，最終的
に購買などの「消費者行動」へとつながると
される。そして一度起こった「消費者行動」
は，今後の意思決定に影響を与える新たな経
験として蓄積されていく。ここでいわれる

「広告情報の入力」は，消費者が広告を外部
からの情報として受け取る段階である。広告
主が広告表現と広告媒体（メディア）の選択
に工夫を凝らす理由は，この情報入力の差異
が情報の伝わりやすさに影響し，最終的な結
果としての「消費者行動」に影響を及ぼすた
めである。
　DAGMAR モデル（Colley, 1961）や Aad
モデル（Mackenzie, Lutz and Belch, 1986）
をはじめとして，オーディエンスの心理的・
行動的変化を階層的な順序で捉え，広告効果
を説明するモデルは数多く提案されており，

広告実務においても広く認知されている。こ
れらのモデルは，広告効果をオーディエンス
内部のプロセスとして捉え，何に注目し，何
を記憶し，どのように解釈・評価して行動に
至るかという一連の流れを明示的に示してい
る。これに対して図 1 は，広告効果が生起す
る具体的プロセスの記述には乏しく，実証的
説明力は限定的であるが，広告の受け手であ
るオーディエンスのみならず，発信者による
操作の領域まで含んでいる点で，DAGMAR
モデルや Aad モデルよりも俯瞰的視点から
広告効果が生起するメカニズムを説明してい
るといえる。
　図 1 は，広告効果の研究成果を同じ俎上に
載せて整理するために提示されている。つま
り個々の研究が実証的に明らかにする広告効
果は，図 1 で描写される範囲の一部分に注目
しているとも言い換えられる 1）。本稿ではこ
のうち，「広告情報の入力」における「媒体
計画」が広告効果に及ぼす影響を検証した研
究を対象に，そのなかでメディアがどのよう
に扱われてきたかを検討したい。特に，メ
ディアを操作する実験調査によって，メディ
アが消費者の反応に及ぼす影響に迫ろうと試
みた研究に注目する。メディアの操作とは，
同じメッセージを伝えるように制作された広
告を，たとえば新聞広告とラジオ CM のよ
うに，異なるメディアを通じてオーディエン
スに提示することを指す。たとえば被験者間
計画による実験で上記の操作を行い，オー
ディエンスの反応に差が見られる場合，その

度近づけるかといった方法論の広がりを示した。⑵各研究が注目するメディアの属性を分類
し，媒体効果の根本的要因が様相，メディアの制御性，双方向性などに求められてきたことを
示した。⑶研究が依拠する理論を抽出，類型化し，理論的前提の多様性と偏りを指摘した。⑷
注目される広告効果が認知的反応，情緒的反応，行動的反応まで広範に及ぶことを示すととも
に，同じ効果を異なる指標から計測している実情を示した。以上の知見は，今後の広告研究に
おけるメディア比較の方法論や，より精緻な効果測定方法の開発に向けた手がかりとなるもの
である。
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差の原因はメディアに求められる。メディア
の違いが消費者の広告に対する反応に及ぼす
影響を指して，広告の媒体効果と称すること
もある。
　媒体効果を検証する典型的な方法は，メ
ディアを操作して 2 つ以上の条件を用意し，
同じ指標からその反応を比較する方法であ
る。しかしここで 2 つ以上の条件付けを行う
とき，条件間の統制に対する考え方は，必ず
しも一様ではない。たとえばテレビ CM と
インターネット広告を比較する場合，単純に
全く同じ動画広告素材をテレビ，および PC
やスマートフォンなどで視聴させ，その反応
の違いを確かめる方法が考えられる一方，テ
レビ CM 条件では番組途中に動画広告素材
を挿入し，インターネット条件では動画再生
前のプレロール広告として動画広告素材に接
触させるなど，より現実に近い接触状況を作
り出す方法も考えられる。こうした条件間の
統制について，既存研究ではどのような立場
が示されているのかを明らかにしたい。
　媒体効果を検証するための実験プロセスは
それほど複雑ではなく，媒体効果の有無・強

弱を確かめる統計的処理も，比較的単純とい
えよう。それに対し，メディアはあらゆる属
性で異なるため，媒体効果を生起させる根本
的要因を特定することは難しい。たとえば印
刷媒体である新聞広告は視覚中心的であり，
オーディエンスの好むペースで情報を繰り返
し読解できる一方，電波媒体であるラジオ
CM は聴覚中心的であり，情報は決められた
ペースで 1 回のみ与えられるのが基本であ
る。この 2 つのメディア間で広告効果に差が
生じる場合，その差を生む要因となった属性
は何であったのか。この点に関して，既存研
究がどのように考察しているかを整理したい。
　さらに，メディアによって広告効果に差が
生じると仮定するとき，その仮定がどのよう
な理論と関連付けられながら導出されている
かを検討する必要がある。前述のとおり，実
験調査によって効果を測定し，媒体効果を確
認すること自体はそれほど難しくない。しか
しながら，そもそもメディアが広告効果に差
をもたらすと想定する根拠は何であるか。そ
うした仮定がどのような理論的背景から妥当
とされるかを明らかにしておくことは重要で

図 1　広告効果が生起する過程の全体像

出所：Vakratsas and Ambler（1999）p.26 Figure 1 を基に筆者作成。
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ある。加えて，媒体効果の研究における広告
効果は，何をもって「効果」と見なしてきた
のか，すなわちどのような反応を効果の指標
としてきたのかについても検討する。
　本稿では，以上の問題意識に基づき，メ
ディアが広告効果に与える影響に関する先行
研究を整理し，次の 4 つのリサーチ・クエス
チョン（以下，RQ）に対する考察を試みる。

	 RQ1. �媒体効果の実証研究において，実験
で用いる調査刺激にどのような立場
があるか。

	 RQ2. �媒体効果の実証研究は，メディアの
いかなる属性に注目してきたか。

	 RQ3. �媒体効果の実証研究における仮説は，
どのような理論と関連付けられてい
るか。

	 RQ4. �媒体効果の実証研究は，広告効果を
何と仮定してきたか。

　Wright（1974）によると，それ以前の広
告効果研究，とりわけ説得効果を実験調査す
る研究では，メディアの役割が軽視されてき
たという。「態度変容の研究では，広告コピー
をどのメディアで伝達するかがまちまちであ
る。この統制意識の希薄さは，メディアが説
得プロセスにおいて大した意味を持たないと
いう仮定による」（p.198）。この指摘から，
それ以前は説得効果の究明において，メッ
セージ効果が重視されてきたことが窺える。
なお Klein（1981）は「広告コミュニケーショ
ンチャネルの効果を相対的に，科学的に検証
した研究は驚くほどに少ない」（p.72）とし，
その数少ない例に McConnell（1970）と Grass 
and Wallace（1974）を挙げている。
　しかし Wright（1974）の主張に先立ち，
メディアの役割を相対的に検討する研究はす
でに存在していた。たとえば Krugman は，
テレビと印刷媒体の広告に対する反応の違い
に注目し，1960 年代から 1970 年代にかけ

て継続的な研究を行っている。これらの研究
（Krugman, 1965; 1966; 1971; 1977）からは，
オーディエンスはテレビよりも印刷媒体に接
触しているときのほうが関与度が高く，より
個人的な結びつきを促す傾向があることが示
されている。ただし Krugman の一連の研究
を Vakratsas and Ambler（1999）の広告効
果の枠組みに照らして再検討すると，その焦
点は「広告情報の入力」から「フィルター」
までの過程，すなわち情報の受容と処理段階
に置かれており，アウトプット，すなわち記
憶される情報の量や精度，広告態度・ブラン
ド態度，購買意図などへの影響については，
比較的重視されていないことが分かる。その
点において，態度変容研究ではメディアの役
割が軽視されてきたとする Wright（1974）
の指摘は，Krugmanの研究とも整合的である。
　また，メディアの種類は情報通信技術の進
展と普及に伴って変化しており，広告効果研
究において実務的なインプリケーションが期
待される以上，研究対象となるメディアは，
必然的にその時点で注目を集めているメディ
アに偏る傾向がある。すなわち，新たなメ
ディアが普及する局面では，それに呼応して
当該メディアの広告効果を検証する研究が活
発化するのが通例である。
　本稿では論文が公表された時期と研究アプ
ローチから，対象とする研究論文を限定し，
今後の考察を深めるための足掛かりとした
い。論文の公表時期は 1990 年代から 2000
年代（1990 年から 2009 年まで）とした。
90 年代は，その後期からインターネットの
導入期にあたり，特に 2005 年以降は趣味，
娯楽，教養のニーズを満たすインターネット
サービスが広がりを見せた成長期にあたる。
消費者の情報環境に大きな変化があった当該
期間における媒体効果の研究は，マスメディ
ア同士を比較する研究から，インターネッ
ト，すなわちオンライン上のデジタル広告を
含めた比較を試みる研究へと転換する潮目の
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時期と重なる。
　研究アプローチに関しては，次の 3 つの要
件を満たす研究論文を対象とした。⑴個々の
広告オーディエンスを対象とした調査を通じ
て，接触した広告への反応を測定している。
⑵印刷媒体，電波媒体，インターネットの中
から，同一カテゴリー内の異なるメディアを
含む，2 種類以上のメディアを想定し，反応

の違いを検証する狙いがある。⑶反応は
Vakratsas and Ambler（1999）における「消
費者」または「消費者行動」に属する要素で
捉えている。この 3 つの要件を満たし，かつ
対象時期に公表された研究論文 11 編のレ
ビューを行い，RQ への回答を試みた。11 編
の概要を表 1 に示す。
　対象期間中に公表されている論文である

表 1　各研究の概要
著者（年） 研究の主要な関心 媒体効果に関わる主要インサイト（一部）

Buchholz and Smith 
(1991)

ラジオおよびテレビの広告に対する消費者の
反応を決定づける上で，関与が果たす役割を
検討する。

高関与条件において，ラジオはテレビよりも
パーソナルな結びつきを知覚させる。低関与条
件において，テレビはラジオよりも広告効果が
高い。

Stafford and Day (1995)
理性・情緒訴求（メッセージ）と印刷媒体・
ラジオ（メディア）が広告効果に及ぼす影響
を検討する。

媒体効果は，訴求タイプや広告商品のサービス
の種類に効果が依存していない。ラジオはいず
れの訴求タイプ，サービスにおいても来店意図
を高める効果がある。

Chaudhuri and Buck 
(1996)

印刷媒体（雑誌）は分析的認知に関連し，電
波媒体（テレビ）は統合的認知に関連するこ
とを，広告への反応から示す。

メディア，製品カテゴリーなどの主効果によっ
て，分析的および統合的認知のばらつき（分散）
が説明できる。特にメディアは感情的反応を最
もよく予測している。

Bezjian-Avery, Calder, 
and Iacobucci (1998)

新しいメディアプラットフォーム（インター
ネット）に固有の広告の効果について，従来
型の広告と比較して検討する。

特定の条件において，線形的な情報接触が前提
となる従来型広告は，非線形的な情報接触を前
提とするインタラクティブ広告よりも効果的で
ある。

Sundar, Narayan, 
Obregon, and Uppal 
(1999)

印刷媒体（新聞）・インターネットというメ
ディアが，コンテンツ（記事内容）や広告情
報の記憶に及ぼす影響を検討する。

媒体効果は，記事内容の記憶には確認されな
かったが，広告情報の再認においては印刷媒体
のほうがインターネットよりも効果的である。

Gallagher, Foster, and 
Parsons (2001)

印刷媒体・インターネットというメディア
が，コンテンツ（記事内容）と広告情報の評
価や記憶に及ぼす影響を検討する。

広告情報に関する反応において，媒体効果は確
認されない。同等の記事内容である場合，印刷
媒体に掲載されたほうがインターネットに掲載
された場合よりも評価が高い。

Gallagher, Parsons, and 
Foster (2001)

Gallagher, Foster, and Parsons (2001) で得
られた結果が，被験者の属性や回答状況が異
なる場合でも確認できるかを検討する。

広告情報に関する反応において，媒体効果は確
認されないが，実験室回答者は自宅回答者より
も，インターネットに対して高い効果を示す傾
向がある。

Kaid (2002)
テレビおよびインターネットのメディア環境
の違いが，大統領選挙の広告効果に及ぼす影
響を検討する。

インターネットで広告に接した無党派層（未決
定層）はアル・ゴアへの支持に傾く一方，同じ
広告をテレビで視聴した未決定層はジョージ・
W・ブッシュへの支持に傾いた。

Nysveen and Breivik 
(2005)

理性・情緒訴求（メッセージ）と印刷媒体（ポ
スター）・ラジオ・インターネット（メディ
ア）が広告効果に及ぼす影響を検討する。

メディア，広告の相対的品質の両方が，広告効
果に影響を与える。インターネット広告とポス
ター広告は，ラジオ広告よりも効果的である。

Dijkstra, Buijtels, and 
van Raaij (2005)

印刷媒体・テレビ・インターネットについて，
単一メディアおよび複数メディアのキャン
ペーンが，消費者の反応に与える影響を探る。

3 つのメディアの間で情緒的・行動的反応に大
きな差は見られず，複数メディア使用の優位性
は，一部の認知的な反応に限定的に確認される。

Wakolbinger, Denk, and 
Oberecker (2009)

印刷媒体・インターネットについて，単一メ
ディアおよび複数メディアのキャンペーン
が，消費者の反応に与える影響を探る。

単一メディアの比較では媒体効果に差はなく，
複数メディア使用の優位性も確認されない。

出所）筆者作成。
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が，本稿の条件を満たさない研究を挙げる。
Leong, Huang and Stanners（1998）は複数
のメディアを定量的に比較しているものの，
調査対象者（回答者）は広告主企業の担当者
であり，広告への反応を調査した研究ではな
くメディアの意識調査に基づく研究である。
Tewksbury and Althaus（2000）はオーディ
エンスへの実験調査を通じて新聞とインター
ネットの効果比較を試みているが，彼らの関
心は記事の受け止め方にあり，広告効果には
ない。媒体別の学習効果を比較した Eveland 
and Dunwoody（2001） と Eveland and 
Dunwoody（2002）も同様である。Yoon and 
Kim（2001）は消費者への調査を通じ，マス
メディアとインターネットが果たす役割の違
いを検証したが，広告接触を伴う実験調査で
はなく意識調査に基づいた研究である。
Briggs, Krishnan and Borin（2005）は雑誌
広告，テレビ CM，インターネット広告（バ
ナー広告，ポップアップ広告）が広告再生や
ブランドイメージなどに及ぼす影響を検証し
ているが，彼らは実際の市場での広告キャン
ペーン展開と並行してデータを経時的に集め
ており，いわゆる社会実験やケーススタディ
の範疇といえる。Dahlén（2005）は同じブ
ランドロゴとスローガンが，異なるメディア
に掲載された場合の広告効果を比較している
が，この研究はクリエイティブなメディア選
択（例：保険会社のスローガンが卵の殻に印
字された場合など）に関心を持っており，印
刷媒体，電波媒体，インターネットを含まな
いため，対象から除外した。

2．メディアの種類

　まず，11 編の論文が注目したメディアの
種類について説明する。このうち，Buchholz 
and Smith（1991），Bezjian-Avery, Calder, 
and Iacobucci（1998），Kaid（2002）の 3 編
を除く 8 編の研究は，印刷媒体を含む複数の

広告を比較対象としている。印刷媒体を使っ
た実験では，被験者が紙に印刷された広告物
を閲覧する方法を採用している。
　この印刷された広告物について具体的な媒
体名を挙げている研究は，新聞広告と記載し
たものが 2 編，雑誌広告が 1 編であった。そ
の他，パンフレットとされたものが 2 編，ポ
スターが 1 編，ニュースレターが 1 編，そし
て具体的な媒体名について明確な記述がない
ものが 1 編であった。なお，明記のない 1 編
を除く 7 編の研究については，単なる「紙」
という物理的特徴に加えて，メディアとして
の意味付けがなされていたかどうかにも注目
する必要がある。たとえば，Chaudhuri and 
Buck（1996）は，実験に用いる広告素材を
雑誌から集めたため，明確に“magazine ads”
と記している。また，Nysveen and Breivik

（2005）は，広告を“poster （print）”と表記
しており，Stafford and Day（1995）は“print 

（newspaper）”と記している。これらの表記
から分かるのは，いずれの研究もポスターや
新聞といったメディアに特別な意味を持たせ
ることはなく，主に印刷物という物理的な特
性のみに着目しているという点である。たと
えば「印刷広告は新聞に組み込まれておら
ず，不自然に感じられた可能性がある。」

（Stafford and Day, 1995, p.68）の言は，あ
くまで紙という物理的特性のみに注目してい
た証左となろう。これらの研究では，雑誌広
告や新聞広告に固有のデザインやレイアウト
に注目したという記述もなく，新聞や雑誌の
記事と相対するときの読者の態度や，ビーク
ルの信頼性などの影響も扱われていない。
　一方で，Sundar, Narayan, Obregon, and 
Uppal（1998），Gallagher, Foster, and 
Parsons（2001），およびその追試実験の結
果を報告する Gallagher, Parsons, and Foster

（2001）の 3 編は，メディアの物理的特性を
超えた意味を含意している。これらの研究は
意図的に，被験者が新聞記事やパンフレット
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を読む過程において，自然に広告と接触する
状 況 を 構 成 し て い る。 た と え ば Sundar, 
Narayan, Obregon, and Uppal（1998）の研
究では，被験者は広告を含んだ新聞紙面を閲
覧し，その後，広告の再生（自由想起）や再
認（選択肢の中から正答を選択する）に関す
る質問に回答する。また，それに加えて，記
事内容の記憶精度や新聞利用の頻度について
も問われる。これらの要素は広告記憶との関
連が推測されるため，広告効果を分析する際
のコントロール変数として扱われている。
　これに対し Gallagher, Foster, and Parsons

（2001）および Gallagher, Parsons, and Foster
（2001）は，観光案内パンフレットを実験刺
激として用いている。このパンフレットには
コーヒー店や手芸店，ボートツアー，美術展，
公園などの紹介文が掲載され，それぞれに関
連する広告が添えられている。これらの研究
では，Sundar, Narayan, Obregon, and Uppal

（1998）のようなコントロール変数を想定し
てはいないが，印刷媒体条件ではパンフレッ
トを閲覧する過程で広告に接触する構成と
なっており，インターネット条件では同一内
容のテキストをウェブページ上で準備し，そ
の傍らにバナー広告を設けることで同様の情
報接触を再現している。すなわち，いずれも
異なるメディアを用いながらも，現実的かつ
自然な広告接触状況を創出しようと配慮して
いる点が共通している。
　電波媒体を含んだ調査を行った論文は，全
11 編のうち 6 編である。その内訳は，ラジ
オ広告を対象とした研究が 3 編，テレビ広告
を対象とした研究が 4 編であり，このうち 1
編はテレビとラジオの両者を比較している。
メディアの物理的特徴に注目すれば，テレビ
CM は映像と音声を伴う動画広告，ラジオ
CM は音声のみの広告と定義できるが，こう
した区別について改めて言及している研究は
なかった。
　また，1996 年以降に発表された 8 編の研

究は，インターネット広告の効果にも注目し
ている。インターネット広告の具体的な形式
について，動画広告を扱った研究が 1 編，バ
ナー広告が 3 編，ポップアップ広告（広告へ
のリンクを含む）を扱ったものが 4 編であっ
た。このうち，Kaid（2002）は，当時とし
ては珍しく動画広告を対象としており，特筆
すべき内容を含んでいるため，その概要を補
足する。
　Kaid（2002）は，アメリカ大統領選挙に
おける政治広告を題材とし，単一の広告効果
ではなく，メディアを通じた情報接触体験全
体の効果を比較している。伝統的メディア条
件では，被験者はテレビで動画広告のみを視
聴する。一方，インターネット条件では，伝
統的メディア条件と同じ動画広告を視聴した
後に，関連する政治情報をインターネットで
自由に検索，閲覧することが許されている。
つまりこの研究は，異なるメディア環境を通
じて同一の広告に接触した場合の比較ではあ
るものの，広告物単体の効果そのものを取り
出して検証するものではない。この点を踏ま
え，Kaid（2002）は，メディア環境全体が
広告効果に及ぼす影響を考察するものである
と理解する必要がある。
　なお Bezjian-Avery, Calder, and Iacobucci

（1998）は，それ以外の先行研究と比較して
特異な実験条件を設定している。彼らの研究
は，印刷媒体やテレビなどの伝統的メディア
においては受け手が情報を線形的に受容する
のに対し，インターネットでは非線形的に情
報を取得するという仮説に基づき，メディア
間の比較を行っている。実験では，両条件に
おいて同一の静的なグラフィックの広告が用
いられ，広告の提示媒体もいずれもコン
ピュータモニターであった。操作変数は情報
接触が線形であるか非線形であるかであっ
て，メディア自体の物理的性質ではない。従
来型メディアとインターネットというメディ
ア的性質の厳密な差異はやや曖昧であるもの
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の，著者らは線形条件について「テレビを見
たり雑誌を読んだりするのと同じ」（p.25）
と位置づけており，提示順序の統制の観点か
ら，伝統的広告（印刷媒体および電波媒体）
と，インターネット広告の比較研究の一環に
位置づけられると考えた。表 2 は，11 編の
論文が注目したメディアの種類をまとめたも
のである。

3．調査刺激とメディアの属性

（1）調査刺激の統制に関する見解
　まずは RQ1 についての先行研究の見解を
整理する。広告効果をメディア間で比較する
場合，広告刺激の統制に対する考え方が重要
な論点となる。例えば Stafford and Day 

（1995）は，全く同じコピーを採用したラジ
オ CM と新聞広告を用意して実験調査を行っ
ている。この点について彼らは「交絡を避け
るため印刷媒体には図画を用いず，ラジオ

CM には音楽や効果音を使わなかった。これ
らの要素がないことで現実感は損なわれるか
もしれないが，実験上の必要な統制であると
考える」（p.62）と述べている。ただしアン
ケート調査後に行った被験者への聞き取りか
ら，この統制への配慮が広告効果に影響した
可能性について，反省的な語りで付記してい
る。
　広告効果の研究において，広告刺激の統制
方法には大きく二つの立場が存在する。一つ
は，媒体効果を明確に検証するためには，す
べてのメディアで同じ広告表現を用いるべき
とする考え方である。この立場によれば，媒
体効果の原因を厳密にメディアの差のみに求
めるには，広告表現がメディア間で可能な限
り統一されていなければならないとされる。
Nysveen and Breivik（2005）はこれに関し
て「すべてのメディア条件で同じ情報を発信
するのが典型的な方法」（p.387）と述べてお
り，上述の Stafford and Day（1995）の研究

表 2　各研究が比較対象とした広告媒体

著者 年
印刷媒体 電波媒体 インターネット

新聞 雑誌 その他 ラジオ テレビ ウェブ
サイト バナー その他

Buchholz and Smith 1991 ✓ ✓

Stafford and Day 1995 ✓ ✓

Chaudhuri and Buck 1996 ✓ ✓

Bezjian-Avery, Calder, and Iacobucci 1998 ● ● ✓

Sundar, Narayan, Obregon, and Uppal 1999 ✓ ✓

Gallagher, Foster, and Parsons 2001 ✓※ 1 ✓※ 6

Gallagher, Parsons, and Foster 2001 ✓※ 1 ✓※ 6

Kaid 2002 ✓ ✓

Nysveen and Breivik 2005 ✓※ 2 ✓ ✓※ 7

Dijkstra, Buijtels, and van Raaij 2005 ✓※ 3 ✓ ✓※ 5

Wakolbinger, Denk, and Oberecker 2009 ✓※ 4 ✓

●�印刷媒体とテレビを線形的な情報接触の「伝統的広告」と一括りにし，非線形的な情報接触の媒体であるインターネッ
トと比較している。

※ 1 パンフレット。※ 2 ポスター。※ 3 ニュースレター。※ 4 印刷媒体ではあるが特定の言及はない。※ 5 バナー広告を
クリック後に広告ページに遷移する。※ 6 広告へのテキストリンクで，クリック後に広告ページに遷移する。※ 7 ポップ
アップ広告。
出所）筆者作成。
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もこのアプローチに従っている。同様に
Buchholz and Smith（1991）も，テレビ CM
の音声部分のみを切り出し，それをラジオ
CM としてテレビ CM との効果を比較する実
験調査を行っている。
　しかしながら，この広告表現の統一に対す
る要求が過度になると，かえって実験が不自
然なものとなり，その結果の解釈に制約が生
じるおそれがある。Eveland and Dunwoody

（2001）はこの点について，「メディアと表
現は相互に関わるという共変関係を無視した
実験調査は，手続き上は明晰かもしれない
が，そこから得られる結論は比較的無意味な
ものだろう」（p.53）と指摘し，広告表現を
統一する場合にはメディアごとに不自然さを
感じさせない工夫が必要という立場を示して
い る。 た と え ば，Gallagher, Foster, and 
Parsons（2001）および Gallagher, Parsons, 
and Foster（2001）は，印刷媒体とインター
ネットの両方で違和感なく用いることが可能
な広告表現として，旅行ガイドのパンフレッ
トを採用している。これは，同じ広告表現で
あっても，両メディアともに自然な情報体験
が成立する素材を選定した好例といえよう。
　他方，もう一つの立場は，広告表現はメ
ディアごとに適した形式が異なるため，それ
ぞれのメディアにふさわしい表現を用いるべ
きとするものである。この立場に立てば，各
メディアの特性に応じて最適化された広告表
現を用いるため，広告刺激は日常生活で触れ
る広告に近似したものになる。しかしこの場
合，メディアごとに異なる広告表現が使用さ
れるため，観察される効果の違いが広告表現
の差によるものか，あるいはメディアの差に
よるものかを峻別することが困難となる。
Nysveen and Breivik（2005）は，「効果に差

（あるいは差がないこと）が示されたとして
も，それが広告表現の質の違いによるもの
か，メディアの違いによるものかは判然とし
ない」（p.387）と述べており，このアプロー

チにも固有の限界が存在する。
　この課題に対処するため，Nysveen and 
Breivik（2005）は三つの方法を提案してい
る。第一は，一つのメディアに対して複数の
広告表現を用意し，それらへの反応を測定し
て平均値を算出する方法である。この方法に
より，個別の広告表現の影響を平準化するこ
とが可能となる。Chaudhuri and Buck（1996）
の研究はこの手法を採用しており，29 の製
品カテゴリーから 240 種の広告を抽出して
反応を測定している。
　第二の方法は，各メディアにおける複数の
広告表現をプレテストで評価しておき，同等
の広告品質を持つものを選定し，それらを本
調査で用いて反応を比較するというものであ
る。これにより，広告の質的評価は等しいと
いう前提を保ちながら，媒体効果を検討でき
る。
　第三の方法は，メディアを説明変数とし，
広告の質評価や広告に対する態度といった変
数をコントロール変数として採用しながら，
広告効果（目的変数）にどのような影響を与
えるかを分析する方法である。Nysveen and 
Breivik（2005）はこの手法を採用しており，
同 様 に Dijkstra, Buijtels, and van Raaij

（2005）も，広告態度をコントロール変数に
設定した媒体効果の分析を行っている。
　上記の二つの立場は両極的関係にあるとい
え，研究者はこの両極の間での最適なバラン
スを取ることが求められるだろう。つまり，
オーディエンスに不自然さを感じさせない範
囲で広告表現の統制を諮ると同時に，メディ
アの違い以外に広告効果に作用しうる変数

（広告の質評価や広告態度など）を測定して
コントロール変数として活かす方法が有効と
考えられる。

（2）媒体効果を生起させる属性
　以下では RQ2 に関する考察を進める。
Wright（1974）は，「メディアの効果を分析
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することは，伝達形式のいかなる側面が受信
者の体験や反応に影響を及ぼすかを検討する
ことを含意している」（p.193）と述べている。
ここでいう「伝達形式の側面（the dimensions 
of transmission’s format）」は，受け手の五
感への働きかけ，情報が流れる時間の長さや
速度，情報の再確認のしやすさなどを指す，
多義的な語である。しかし記述を読み解く
と，Wright（1974）のいう「伝達形式の側面」
は，メディアが持つ属性と解釈して大きく過
たないように思われる。すなわち，もしメ
ディアによって広告効果に違いが生じるので
あれば，それはどのようなメディア属性の違
いに起因するのかを特定する必要がある，と
いうことである。
　対象とした 11 編の研究のうち，多くが言
及しているメディアの属性として，「様相

（modality）」と「メディアの制御性（control 
over the media）」の二つが挙げられる。「様
相」とは，Sundar, Narayan, Obregon, and 
Uppal（1998）によれば，「人間の情報処理
に対応した，文，音声，図画，動画などの情
報提示の様式」（p.823）である。たとえば，
印刷媒体では文章や静止画，図画が中心とな
り，ラジオでは音声のみによって情報が伝え
られる。一方，テレビやインターネットにお
いては，文章，図画，音声，動画といった複
数の様相を組み合わせた広告表現が可能とな
る。
　なお Wright（1974）は，「様相」とそれを
知覚するための五感（sensory mode）を区別
して論じているが，たとえば図画や動画は視
覚によって，音声は聴覚によって知覚される
という点で，様相と五感の関係は密接であ
り，両者の区別が曖昧なまま議論されている
研究も見られる。本稿では混同を避けるた
め，五感の要素を含みつつも，様相を中心に
検討を進める方針とする 2）。
　次に「メディアの制御性」という概念を整
理する。これは広告メッセージの受信者が，

注目する情報の選択，情報処理にかける時
間，広告に接触する頻度や順序などを，どの
程度，自己の裁量で決定できるかを示すもの
である（Nysveen and Breivik, 2005, p.385）。
たとえばテレビやラジオのような受動的なメ
ディアでは，オーディエンスは与えられる情
報の順序や情報処理の速度を自分で調整する
ことが難しい。一方，印刷媒体やインター
ネットのバナー広告のような能動的なメディ
アでは，オーディエンスが情報の接触順序や
情報処理に充てる時間を自由に決められる場
合が多い。したがって前者は「メディアの制
御性」は低く，後者は高いと説明される。
　上記で述べた「様相」と「メディアの制御
性」に加え，インターネット広告に特有の属
性として「双方向性」が複数の研究により指
摘されている。具体的には Sundar, Narayan, 
Obregon, and Uppal（1999），Gallagher, 
Foster, and Parsons（2001），Kaid（2002），
Wakolbinger, Denk, and Oberecker（2009）
の 4 編が言及している。「双方向性」を一義
的に定義することは難しいが，McMillan and 
Hwang（2002）によれば，「情報の受発信性

（two-way communication）」，「応答の即時性
（time to load, time to find）」，「操作の容易さ
（control navigation, control choice）」の 3 つ
の要素から構成される概念であるとされ
る 3）。双方向性の定義に含まれる「操作の容
易さ」は前述の「メディアの制御性」と重な
る概念であることから，「双方向性」は「メ
ディアの制御性」を包含する広範な概念と解
釈できる。
　また Chaudhuri and Buck（1996）は，電
波媒体と印刷媒体では，情報処理を行う際の
大脳半球の反応が異なるという点に着目して
いる。すなわち，言語や文字情報を処理する
際には左脳が，音声や映像情報には右脳が主
に活性化するという脳科学の知見に基づき，
メディアの様相の違いが脳の反応，ひいては
広告効果に影響を及ぼす可能性を論じてい
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る。これは，様相の違いが情報処理の認知的
側面に直結しているという視点に立つもので
あり，メディアが規定する様相と脳機能の関
連にまで踏み込んだ知見として注目される。
　Sundar, Narayan, Obregon, and Uppal

（1999）は「双方向性」のほかに，特定の仮
説と対応させて論じるには至っていないが，
広告効果に関係すると疑われるメディア属性
を幅広く列挙している。彼らが挙げた要素に
は，「記号性の度合い（notationality）」，「情
報の充実性（repleteness）」，「心的表象の特
性（mental representation）」，「象徴性の意
図（intended symbolicity）」，「情報および計
算的同等性（informational and computational 
equivalence）」，「リアリズムや生き生きとし
た描写（realism or vividness）」などが含まれ
ており，情報処理や認知心理学，メディア研
究にまたがる多角的な観点から属性を整理し
ている。ただし，これらのいずれが媒体効果
に関与するかを特定する記述は見当たらない。
　さらに，彼らは媒体効果に影響を及ぼす要
因として，オーディエンスがインターネット
に抱く「自由な情報交換ネットワーク」とい
うイメージにも着目している。つまり，メ
ディアに対する主観的な印象が広告の受容に
影響を与える可能性を指摘しており，これは
単なる情報提示の属性を超えて，メディアに
対する意味づけや社会的文脈の重要性を示唆
するものである。
　最後に，Kaid（2002）はインターネット
の特性として，広告に接触した際に関連情報
を容易かつ即座に検索できる情報探索の利便
性を挙げている。インターネットでは広告が
他の情報源への導入口となり得るため，ユー
ザーは容易に多様な情報にアクセスできる。
このような点も，他のメディアとは異なるイ
ンターネットの広告効果を構成する一要素で
あるといえる。表 3 は，各属性に触れた記述
の原文を整理したものである。

4．理論的背景と着目される効果

　続いて RQ3 について，各研究が仮説の導
出に関連して引き合いに出している理論を考
察する。対象とした 11 編の研究では，計 12
の理論が参照されており，それぞれの理論が
仮説構築にどのように関連づけられているか
に注目すると，次の4つの類型に整理できる。
ここでは，それらを分類したうえで，理論の
要旨とメディアとの関係について詳述する。
分類の概要は表 4 に示している。

（1）類型Ⅰ
　まず類型Ⅰは，「メディアが広告効果に影
響を及ぼす」という基本的な認識を支える理
論群である。この類型に含まれるのは，直接
効果パースペクティブ（direct effect per-
spective，Shannon and Weaver, 1949），サイ
コダイナミック・モデル（psychodynamic 
model，De Fleur and Ball-Rokeach, 1982 3）），
使 用 と 満 足 理 論（uses and gratifications 
theory，Rubin, 1994）の 3 つである
　直接効果パースペクティブとは，広告メッ
セージがメディアを介して，オーディエンス
にほぼそのまま，強力かつ即時的に影響を及
ぼすとする立場である。この立場において
は，オーディエンスは情報の意味を能動的に
解釈する存在ではなく，メディアを通じて伝
達された情報を受動的に受け取る存在と位置
づけられる。この立場に依拠した代表的な理
論枠組みが，Shannon と Weaver による通信
モ デ ル（Shannon and Weaver’s Model of 
Communication）である。同モデルは，発信
者がチャンネルを通じて受信者に向けてメッ
セージを送信するという，一方向的かつ線形
的な情報伝達のプロセスを想定しており，そ
の過程でノイズがメッセージの正確な伝達を
妨げる可能性も含まれている。
　この通信モデル，およびそれに基づく研究
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表 3　メディアの属性に関する本文中の記述

著者 年
媒体効果をもたらすメディアの属性

様相，五感（modality, sensory mode） メディアの制御性（control over media） 双方向性（interactivity） その他

Buchholz and Smith 1991
“The most basic difference between 
radio and TV is the number of sensory 
modes involved” (p.4)

─ ─ ─

Stafford and Day 1995

“Prior research also suggests that type 
of medium, or modality, can interact 
with message appeal — and potentially 
product type — and thereby affect 
measures of advertising effectiveness 
(p58)”.

─ ─ ─

Chaudhuri and Buck 1996

“visual and auditory images 
television” (p.112)
“The use of visual, sensory, 
nonverbal imagery” (p.113)

“print allows greater opportunity to 
process verbal information about brands 
(p.112)”
“because print allows more opportunity 
to process information, while electronic 
media are fleeting and not in the control 
of the viewer (p.112).”

─ “different hemispheric effects for 
electronic and print media” (p.112)

Bezjian-Avery, Calder, 
and Iacobucci 1998 ─

“With traditional advertising, the 
consumers have no control over the 
order in which they are exposed to 
information (p.22)”

“Specifically, in any interactive format, 
the user has greater control over the 
traversal order and the resulting 
subset of information presented 
(p.24)”

─ ─

Sundar, Narayan, 
Obregon, and Uppal 1998

“One such dimension is modality, which 
refers to the mode of presentation-text, 
audio, picture, video-that corresponds to 
human senses used for processing the 
presented material” (p.823)

“Both print and online media, at least in 
this experiment, shared the same mode: 
text” (p.830)

─

“Other dimensions include the degree of 
rotationality, repleteness, mental 
representation, intended symbolity, 
informational and computational 
equivalence, realism or vividness, and 
interactivity” (p.823)

“Other dimensions include the degree 
of rotationality, repleteness, mental 
representation, intended symbolity, 
informational and computational 
equivalence, realism or vividness, and 
interactivity” (p.823)

“the image of the Internet as a free 
information network perhaps engenders 
a psychological predisposition to 
consider all of its content as 
free-floating sharing of information 
rather than as carefully packaged 
products of advertising and marketing” 
(p.830)

Gallagher, Foster, and 
Parsons 2001

“The web is a hypertext medium. We 
use hypertext in the broad sense, 
including text, graphics animation, 
video, and sound, alone or in any 
combination (p.58)”

“Compared to traditional mass media, 
the web audience has more control 
over exposure and attention to 
advertising (p.58)”

“The capacity for interactivity is 
greater on the web than in the mass 
media” (p.58)

─

Gallagher, Parsons, and 
Foster 2001 ※ ※ ※ ─

Kaid 2002 ─

“Second, Internet users have the ability 
to control their information usage, a 
finding that supplements the conclusions 
of Althaus and Tewksbury (2000) that 
young respondents use the Web for 
surveillance of political information 
(p.29).”

“Third, another advantage touted for 
Internet political messages is their 
interactive capability (p.29)”

“First, the Internet simply provides 
more avenues for information seeking 
(Cutbirth and Coombs 1997)” (p.28)

Nysveen and Breivik 2005

“Media that allow customers to elaborate 
on the content of the advertisement are 
assumed to have relative advantages for 
the distribution of rational/informative 
advertisements, whereas media with a 
broad spectrum of modalities, 
allowing a lot of creative strategies, are 
assumed to have a relative advantage for 
advertisements with an emotional 
appeal” (pp.386-387)

“In particular, different media offer 
different degrees of control to the 
receivers in their processing of the 
information offered by the 
advertisements” (p.385)

─ ─

Dijkstra, Buijtels, and 
van Raaij 2005 “Media differ in the content and number 

of sensory modes stimulated” (p.378)

“Control over the speed and sequence 
of information transfer (i.e., pacing) is 
another discriminating media factor” 
(p.378)

─ ─

Wakolbinger, Denk, and 
Oberecker 2009

“Whereas a newspaper advertisement 
can only vary in terms of size and color, 
online advertisements also can offer 
various forms of animation (e.g., 
interactive flash banners, layer 
advertisements, video advertisements, 
etc.). (p.361)”

“Additionally, the internet offers more 
freedom of action for consumers, who 
can select a time and place for their 
website browsing (Gallagher, Foster, 
and Parsons, 2001) (p.360).

“Thus, they (consumers) actively manage 
their interaction with the medium 
(Hoffman and Novak, 1996)” (p.360)

─

※：Gallagher, Foster, and Parsons（2001）の追試であり，立場は同じと考えられる。
出所）筆者作成。
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は，メディアが単なる中立的な媒介装置では
なく，情報の伝達効率や受け手による解釈に
影響を与える要因としても機能することを示
唆している。直接効果パースペクティブは具
体的な理論というよりも，メディア選定の効
果や影響力の違いを論じる際の基本的な立場
の一つとされる。
　直接効果パースペクティブは，メッセージ
の受け手が受容，処理，解釈において果たす
役割について踏み込んだ説明をしたものでは
ないため，その点について異論が投げかけら
れてきた（Kaid, 2002）。直接効果パースペ
クティブよりも心理学的アプローチに立脚
し，受け手の役割に注目する理論がサイコダ
イナミック・モデルである。サイコダイナ
ミック・モデルは，メディアを介したコミュ

ニケーションによる説得は，オーディエンス
の内面的な心理過程（動機，態度，認知など）
を経て，最終的に行動変容をもたらすという
前提に基づいている。De Fleur and Ball-
Rokeach（1982）は，「効果的な説得の鍵と
なるのは，潜在的な心理過程（動機，態度な
ど）とそれらの結果として顕れる行動の関係
を，説得者の意図に沿うように変化させるこ
とである」（p.218）と述べており，この考え
方がサイコダイナミック・モデルの核をなし
ている。Kaid（2002）は，直接効果パース
ペクティブを媒体効果の根拠の一つとしなが
ら，受け手の個人差を考慮する必要性を補強
する理論として，サイコダイナミック・モデ
ルを挙げている。この点において，両理論は
補完的な関係にある。つまり，直接効果パー

表 4：理論的背景の分類

類型 理論
メディアの様式との関係

映像 音声 文字

Ⅰ

直接効果パースペクティブ
（Shannon and Weaver, 1949） ─ ─ ─

サイコダイナミック・モデル
（De Fleur and Ball-Rokeach, 1982） ─ ─ ─

使用と満足理論
（Rubin, 1994） ─ ─ ─

Ⅱ

古典的条件付け
（Pavlov, 1927） 低関与でも学習可能 低関与でも学習可能 低関与では学習困難

低関与学習仮説
（Krugman, 1965） 低関与でも学習可能 ─ 低関与では学習困難

情報処理節約仮説
（Holbrook, 1978） 認知的労力が小さい ─ 認知的労力が大きい

ヒューリスティック学習理論
（Pechmann and Stewart, 1989） 相性が良い 相性が良い 相性が悪い

Ⅲ

体系的学習
（Bettman 1979） ─ ─ 相性が良い

観察学習
（Pechmann and Stewart, 1989）

高関与な場合は
相性が良い ─ ─

Ⅳ

二重符号化理論
（Paivio, 1971）

正誤判断と想起で
有利 ─ 正誤判断と想起で

不利
精緻化見込モデル

（Petty and Cacioppo, 1983）
高い動機付けと
処理能力が不要

高い動機付けと
処理能力が不要

高い動機付けと
処理能力が必要

発達相互作用理論
（Buck, 1988）

自然発生的
コミュニケーション

自然発生的
コミュニケーション

シンボリック
コミュニケーション

出所）筆者作成。
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スペクティブはメディアの介在がコミュニ
ケーションに影響を与えることを示唆し，サ
イコダイナミック・モデルはその影響には個
人差が生じることを示唆している。ただし，
このモデルも直接効果パースペクティブと同
じく，それ自体が媒体効果を直接的に支持す
る理論ではない。
　使用と満足理論（uses and gratifications 
theory）は，メディアの受け手を能動的な存
在と捉える立場をとる。Rubin（1994）によ
れば，オーディエンスは自らの動機や期待に
基づいてメディアを選択し，異なる満足を引
き出している。つまり同じメディアで同じコ
ンテンツを視聴・聴取しても，その受け取り
方やそこから得る満足の種類は，個人によっ
て異なるとする理論である。この理論を引用
しているのは Sundar, Narayan, Obregon, and 
Uppal（1998）であるが，本文の記述は「使
用と満足理論はメディアに対するユーザーの
期待やメディアへの露出パターン（が広告効
果に影響すること）を実証した」（p.823，括
弧内は筆者補足）と述べるにとどまってお
り，媒体効果の具体的な仮説の根拠とはして
いない。したがって媒体効果を論じるにあた
り，この理論は研究背景を説明する補助的な
役割にとどまっているといえる。
　これら 3 つの理論は，メディアが広告効果
に関与する可能性を異なる視点から示してお
り，いずれも仮説の構築における理論的枠組
みとして一定の機能を果たしている。ただし
引用の仕方や理論の扱い方には濃淡があり，
具体的な媒体効果の直接的根拠として活用さ
れているというよりも，背景的な補足として
引用されているにすぎない。したがって類型
Ⅰのみでは，媒体効果の有無や大小に関する
具体的な仮説の導出根拠として十分とはいえ
ない。

（2）類型Ⅱ
　類型Ⅱに含まれるのは，受動的な情報処理

過程に着目し，それが学習や心理変容，さら
には意思決定にどのように結びつくかを説明
する理論群である。この類型に分類される理
論 と し て は， 古 典 的 条 件 付 け（classical 
conditioning, Pavlov, 1927），低関与学習仮
説（low-involvement learning hypothesis, 
Krugman, 1965）， 情 報 処 理 節 約 仮 説

（information-processing parsimony hypothesis, 
Holbrook, 1978），ヒューリスティック学習
理 論（heuristic learning，Pechmann and 
Stewart, 1989）の 4 つが挙げられる。いず
れも，対象への関心が低い状態，すなわち低
関与の条件において，いかにして情報が処
理，学習されるかを説明する点で共通してお
り，メディアの特性と広告効果との関係を読
み解く上で重要な示唆を与えている。
　古典的条件付けは，本来無関係な刺激同士
が繰り返し対提示されることで，ある刺激が
別の反応を引き出すようになるという学習原
理である。広告においては，たとえば心地よ
い音楽や印象的な映像とブランドを繰り返し
提示することで，視聴者がブランドに対して
好意的な感情を持つようになるといった応用
が考えられる。この学習構造は特に，低関与
のオーディエンスに対して有効であるとさ
れ，テレビやラジオといった視聴覚的な要素
を多く含むメディアは，反復による情動的連
合を形成しやすいため，古典的条件付けを通
じた学習が成立しやすいといわれる。一方
で，文字中心の印刷媒体では，受け手が積極
的に情報処理する必要があるため，同様の学
習効果は得られにくい。この点を踏まえ，
Chaudhuri and Buck（1996）は，テレビは「統
合的認知（integrative cognition）」を促進し，
印 刷 媒 体 は「 分 析 的 認 知（analytical 
cognition）」を促すという仮説を提示してい
る。詳しくは後述する。
　次に，低関与学習仮説は「関与の低い状態
においても学習は可能である」という立場を
取る。Krugman（1965）は，広告への反復
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的な接触のみでも短期記憶から長期記憶への
情報転送が行われ，結果として製品やブラン
ドに対する知覚が変化する可能性を指摘し
た。この仮説によれば，テレビなどのメディ
アを通じた受動的な広告接触は，たとえオー
ディエンスが広告に強い関心を持っていなく
とも，情報の蓄積や態度変容を引き起こすこ
とができるとされる。一方，印刷媒体では，
情報の理解や保持に一定の努力を要するた
め，低関与の状況下ではその効果は限定的で
ある（Buchholz and Smith, 1991; Dijkstra, 
Buijtels, and van Raaij, 2002）。
　情報処理節約仮説は，消費者が情報処理の
際に認知的労力を最小限に抑えようとする傾
向に注目したものである。この観点からは，
関心が低い広告情報に対して人は積極的な情
報処理を行わず，結果的に印刷媒体などの読
み取りに認知的コストがかかる情報源は回避
されやすい。一方でテレビは，映像，音声，
文字，ナレーションなどを組み合わせて冗長
に情報を提供するため，認知的コストの投入
を必ずしも必要とせず，低関与な状況でも効
果 的 な メ デ ィ ア と さ れ る（Buchholz and 
Smith, 1991）。この仮説は，受け手の能動性
が低い場面での広告効果を論じる際に，メ
ディアの選択がいかに重要であるかを裏付け
る理論的な支柱となっている。
　ヒューリスティック学習理論は，消費者が
複雑な判断を避け，簡易な手がかり（ヒュー
リスティック）に基づいて意思決定を行う傾
向を説明するものである。たとえば，「テレ
ビで何度も見たブランドだから選ぶ」といっ
た行動がそれに該当する。この理論は，意識
的な情報分析を前提とする体系的学習（詳し
くは後述する）とは対照的であり，むしろ無
意識的かつ迅速な意思決定を可能にするメカ
ニズムとして位置づけられる。テレビ CM
ではブランド名の反復提示など，ヒューリス
ティックな手法を容易に用いることができる
ため，特に判断に時間をかけたくない購買行

動においては，印刷媒体よりもテレビのほう
が優位であると論じている（Chaudhuri and 
Buck, 1996）。
　このように，類型Ⅱに含まれる理論群はい
ずれも，広告への関与が低い状態における情
報処理や学習，意思決定に着目し，それぞれ
の仮説に理論的根拠を与えている。メディア
の特性によって，受け手の心理的・認知的な
負担が異なることを前提に，それが広告の受
容や効果にどのような違いをもたらすのかを
多面的に説明している点が特徴である。これ
らの理論は，単なるメディアの違い以上に，
受け手の心理状態や関与の度合いに応じた効
果的なメディア選定の重要性を示していると
いえよう。

（3）類型Ⅲ
　類型Ⅲに含まれるのは，受信者の能動的な
情報処理を前提とし，それによって生じる学
習や心理的変容を説明する理論群である。具
体的には，体系的学習（systematic learning, 
Bettman, 1979） と 観 察 学 習（vicarious 
learning, Pechmann and Stewart, 1989）が該
当する。いずれも，受け手が広告に高い関与
を示す状況，すなわち高関与条件での情報処
理プロセスに焦点を合わせている点が共通し
ている。
　体系的学習は，人が情報を注意深く受け取
り，意味を理解し，それを記憶に保持するた
めのリハーサルを行い，最終的に記憶に定着
させるという一連のプロセスに基づく学習理
論である（Bettman, 1979）。この理論は，受
信者が説得的なメッセージに対して能動的に
対応することを前提としており，特に文字情
報を中心とする印刷媒体に適合する。印刷媒
体では，情報の受容において読解・解釈など
の積極的な処理が求められるため，体系的学
習との親和性が高い。この理論は，たとえば

「印刷媒体における広告効果は，オーディエ
ンスの関与度が高くなければ十分に発揮され
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ない」といった仮説の根拠として引用されて
いる（Chaudhuri and Buck, 1996）。
　観察学習は，観察によって他者の行動やそ
の結果（報酬・罰）を学習するプロセスを指
す。テレビ CM などでは，登場人物の行動
やその感情の表出を通じて，オーディエンス
が感情移入しながら観察学習を行うことが可
能であるとされる。たとえば，広告内で商品
を使用して満足している人物を描写すること
で，オーディエンスは自身もその商品を使い
たいという心理的変容を経験する。このよう
な学習は，単なる模倣にとどまらず，出演者
の行動と結果の因果関係を能動的に理解する
高関与な処理が前提となる。したがって，高
関与の状態でテレビ CM を見る場合，観察
学 習 は 強 力 な 説 得・ 学 習 の 手 段 と な る

（Chaudhuri and Buck, 1996）。
　このように類型Ⅲの理論は，受信者の能動
的関与を前提とし，メディアの特性と相互作
用する形で広告効果を説明している。メディ
ア選択においては，受け手の関与レベルとメ
ディアの情報処理要求の適合性を重視すべき
であるという示唆を提供している。

（4）類型Ⅳ
　類型Ⅳは，消費者が異なる情報処理を使い
分けることを想定した理論群である。消費者
行動研究において，情報処理のプロセス，あ
るいはスタイルが状況に応じて変化すること
は広く知られている。こうした情報処理の多
様性に焦点を当て，プロセス，あるいはスタ
イルの使い分けを規定する要因を明示する理
論群である。具体的には二重符号化理論

（dual-coding hypothesis, Paivio, 1971），精緻
化 見 込 み モ デ ル（Elaboration Likelihood 
Model, Petty and Cacioppo, 1983），および発
達相互作用理論（Developmental-Interactionist 
Theory, Buck, 1988）が含まれる。
　Paivio（1971）が提唱する二重符号化理論
は，情報の提示形式が情報処理に与える影響

に着目した理論である。このモデルでは，人
間の認知システムには「言語的コード」と

「視覚的コード」という二つの独立した処理
チャネルが存在すると仮定されており，情報
がいずれのチャネルを通じて入力されるかに
よって処理効率が異なるとされる。視覚的な
形式で提示された情報は，言語的な形式より
も記憶や再認において優れている傾向がある
ことが実証されており，とくに正誤判断や想
起のしやすさにおいて視覚提示の有効性が指
摘されている。したがって二重符号化理論
は，情報の提示形式を情報処理のスタイルの
分水嶺と想定している理論といえる。
　精緻化見込みモデルは，受け手の動機づけ
の程度と情報処理能力の有無という二つの要
因が，情報がどのように処理されるかを決定
するという理論である。高い関心と処理能力
を有する場合には中心的ルートによる深い処
理がなされ，逆にどちらか一方でも欠ける場
合には周辺的ルートによる浅い処理が行われ
るとされる（Petty and Cacioppo, 1983）。さ
らに Petty, Cacioppo, and Goldman（1981）
は，この「動機づけの程度」をさらに具体化
する要因として個人的関与（involvement）
に注目している。
　このモデルに依拠して媒体効果を説明する
理路は，次のとおりである。テレビやラジオ
は動機付けの程度が低く，情報処理能力が十
分に割り当てられていない条件でも注意を引
くことができ，周辺的ルートによる情報処理
がなされる。この場合には，メッセージの周
辺的要素が感情的影響を及ぼすため，オー
ディエンスの情緒的反応が期待される。これ
に対して文字を中心とする印刷媒体による説
得の場合，オーディエンスの動機と情報処理
能力がなければ，容易に無視される。した
がって情報処理されるとしたら，中心的ルー
トによる深い処理となる。この中心的ルート
は論理的思考を促すため，オーディエンスの
認知的反応が期待される。
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　発達相互作用理論は，感情の発達や相互作
用を重視する視点から情報処理を捉える理論
であり，主に発達を研究する分野で注目され
てきた。Schachter and Singer（1962）以来，
感情は生理的反応と認知的評価の相互作用に
よって生じるとされてきたが，Buck（1988）
および Buck（1993）はこの区分をより明確
化し，生理的な情報処理システムを SPPS

（Special-Purpose Processing Systems），認
知 的 な 処 理 を 担 う シ ス テ ム を GPPS

（General-Purpose Processing Systems）と
呼び，それらを地続きの処理システムとして
捉える。この理論によれば，感情を伴うコ
ミュニケーションは，生得的な自然発生的コ
ミュニケーション（SPPS）と，習得によっ
て発達するシンボリックコミュニケーション

（GPPS）の二層構造から成るとされ，両者
は互いに連動して進行する（Buck, 1983）。
　Chaudhuri and Buck（1996）は，この二
つの情報処理の流れが並列的に生じ，それぞ
れ異なる認知的成果，すなわち総合的認知

（perceptual knowledge） と 分 析 的 認 知
（descriptive knowledge）を生むと論じてい
る。前者は自然発生的コミュニケーションに
由来する直観的理解であり，後者はシンボ
リックな情報処理を通じた論理的理解であ
る。興味深いのは，どちらの認知スタイルが
優位になるかはメディアの特性に左右される
点である。テレビやラジオといった電波媒体
では前者が促進され，印刷媒体では後者が優
位となる。この観点から，メディアを発達相
互作用理論における情報処理の分水嶺に位置
づけることができる。なお本理論においては
情緒が認知の一部であると明示されており，
他の理論との比較に際し，混乱が生じやす
い。しかし，Chaudhuri and Buck（1996）
の議論に即して解釈すれば，総合的認知を

「情緒的反応」，分析的認知を「認知的反応」
として読み替えても，大きな誤解は生じない
であろう。

（5）小括
　類型Ⅰに属する諸理論は，個々の媒体効果
を直接的に説明する枠組みとしては限定的で
あるものの，「メディアが広告効果に関与す
る」という前提を支える基盤的な役割を果た
している。たとえば直接効果パースペクティ
ブなどは，メディアを単なる情報の運搬手段
ではなく，情報の伝達効率や意味解釈に影響
を与える変数として捉えており，広告研究に
おけるメディア選定の意義を理論的に支えて
いる。
　類型Ⅱの諸理論は，主に低関与状態におけ
る受動的情報処理を前提とした学習や態度形
成のメカニズムを明らかにするものである。
ここから導かれるのは，文字中心のメディア
は認知的負荷が高く，受け手が積極的に関与
していない場合には効果が限定的となるのに
対し，映像や音声を用いたメディアは，受け
手の関与が低くても感情的な刺激によって情
報が自然に取り込まれやすく，一定の広告効
果が期待できるという点である。たとえば古
典的条件付けや情報処理節約仮説が示すよう
に，テレビやラジオは反復や簡便なヒューリ
スティック処理によって学習や好意形成が促
進される。
　類型Ⅲに含まれる諸理論は，能動的な情報
処理が前提となる状況において，広告効果が
どのように成立するかを説明する。印刷媒体
のように読解や内省が求められるメディアで
は，受け手の高い関与と認知的努力が広告効
果の鍵を握る。体系的学習では，注意・理解・
記憶という一連のプロセスが広告情報の定着
に不可欠である。また，テレビのような映像
メディアも，高関与の条件下では観察学習を
通じて有効な説得手段となりうる点で，受
動・能動の両面に対応しうる柔軟性を有して
いる。
　類型Ⅳの諸理論は，情報処理のスタイルが
状況に応じて変化することを前提に，その分
岐点となる要因を明示する。二重符号化理論
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が示すように，視覚的・聴覚的な情報提示は
記憶の再生精度を高める効果があり，印象の
強さという点で有利である。精緻化見込みモ
デルの観点では，テレビやラジオは低関与で
も注意を喚起しやすく，情緒的反応を誘発す
る。一方，印刷媒体は中心的ルートによる処
理を促すため，認知的な思考を喚起するが，
十分な動機付けと処理能力が必要となる。さ
らに発達相互作用理論は，映像や音声によっ
て自然発生的な情緒的反応が促されるのに対
し，文字中心の媒体では認知的反応が支配的
となることを示しており，メディアの特性と
反応の対応関係を理論的に裏付けている。

（6）媒体効果の着眼点
　ここでは先行研究が着目した広告効果を整
理し，RQ4 への回答を試みる。メディアの
違いという入力差に対して想定される出力
差，すなわち広告効果は何か。各研究が挙げ
た従属変数は認知的反応，情緒的反応，行動

的反応の 3 つに大別でき，それぞれの中で細
分化できる（表 5 参照）。
　広告に対する認知的反応に媒体効果を想定
する場合は，再生や再認の精度に注目する研
究が多く見られる。それ以外にも，被験者に
広告閲覧中に思い浮かんだことをすべて書き
出させ，その内容と量から認知的反応を評価
する方法（Stafford and Day, 1995）も見ら
れた。また，広告を見ながら情報を分析的に
処理したかどうかを尋ねる「分析的認知」の
測定法（Chaudhuri and Buck, 1996），ある
いは広告の理解のしやすさを尋ねる方法

（Wakolbinger, Denk, and Oberecker, 2009）
も，認知的反応の測定に用いられていた。
　一方，情緒的反応の指標として広く使われ
ているのは「態度」である。とりわけ，対象
とした 11 編のうち 8 編が広告に対する態度
を測定している。態度以外の情緒的反応の測
定方法としては，広告を見たときに面白い，
楽しいと感じたか（統合的認知）を尋ねる手

表 5：各研究が広告効果とした変数

著者 年

従属変数

認知的反応 情緒的反応 行動的反応

再生（純粋想起） 再認（助成想起）

そ
の
他

態度

そ
の
他

製
品
・
サ
ー
ビ
ス

広
告
コ
ピ
ー

広
告
要
素

ブ
ラ
ン
ド

広
告
そ
の
も
の

広
告
コ
ピ
ー

業
種

ブ
ラ
ン
ド

製
品
・
サ
ー
ビ
ス

広
告

ブ
ラ
ン
ド

そ
の
他

購
買
意
図

購
買

推
奨
意
向

そ
の
他

Buchholz and Smith 1991 ✓※1 ✓ ✓※2 ✓

Stafford and Day 1995 ✓ ✓ ✓

Chaudhuri and Buck 1996 ✓※3 ✓※4

Bezjian-Avery, Calder, and Iacobucci 1998 ✓ ✓ ✓ ✓※5

Sundar, Narayan, Obregon, and Uppal 1999 ✓ ✓

Gallagher, Foster, and Parsons 2001 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓※6 ✓※7

Gallagher, Parsons, and Foster 2001 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓※6 ✓※7

Kaid 2002 ✓※8 ✓※9 ✓※10

Nysveen and Breivik 2005 ✓ ✓ ✓※11

Dijkstra, Buijtels, and van Raaij 2005 ✓ ✓ ✓ （✓） ✓ ✓※12 ✓※13 ✓ ✓

Wakolbinger, Denk, and Oberecker 2009 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓※14 ✓

※ 1 CM の要点。※ 2 認知のリスト化。※ 3 分析的認知（一般的には認知効果）。※ 4 総合的認知（一般的には情緒効果）。
※ 5 広告閲覧時間。※ 6 謝礼として受け取る景品の選択。※ 7 広告を読んだ割合，選択した製品の好みの強度。※ 8 候補
者に対する態度。※ 9 シニシズム。※ 10 投票意向，候補者についての情報探索意向。※ 11 意思決定の役に立った程度。
※ 12 本文中で，製品への態度をブランドへの態度と同じとみなしている。※ 13 好意的反応（評価的な思考の量）。※ 14 
広告のわかりやすさ。
出所）筆者作成
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法（Chaudhuri and Buck, 1996）や，広告に
関する自由記述の中から好意的な評価を含む
記述を数える方法（Dijkstra, Buijtels, and 
van Raaij, 2005）などが確認できた。なお，
大統領選挙の広告を対象とした研究（Kaid, 
2002）は，候補者への態度や政治に対する
シニシズム傾向を測定している。
　行動的反応に該当する変数としては購買意
図のほか，広告が意思決定に与えた影響の自
覚，購買や選好の強度，推奨意向，広告閲覧
時間などが確認できた。Kaid（2002）では，
投票意向や，候補者に関する情報を今後も探
索する見込みなども測定されている。購買行
動の計測方法について，Gallagher, Foster, 
and Parsons（2001）および Gallagher, 
Parsons, and Foster（2001）の研究では，
調査協力者が実験協力の謝礼として選べる複
数の選択肢の中に，実験中の広告で対象と
なっていた商品を含め，それが選ばれたかど
うかを購買行動の代理指標としていた。また
Dijkstra, Buijtels, and van Raaij（2005）は，

被験者に配布したクーポンの使用（償還）を
通じて，実際の購買行動を測定している。
　さらに研究では，メディアと広告効果の関
係に影響を与える交絡因子への配慮も見られ
る（表 6 参照）。具体的には，交絡因子を調
整変数として測定し，媒体効果の解析精度を
高める研究や，メディアの違いが与える影響
の有無や大きさを相対的に評価するためにコ
ントロール変数を導入する研究がある。たと
えば，Buchholz and Smith（1991）は広告へ
の関与を，Stafford and Day（1995）はサー
ビスの性質（経験財か実用品か）を調整変数
として用いている。また，Stafford and Day

（1995）および Nysveen and Breivik（2005）
は，広告表現が理性的か情緒的かという訴求
形式を変数として取り上げ，Bezjian-Avery, 
Calder, and Iacobucci（1998）は消費者の視
覚情報志向性および言語情報志向性を仮定し
ている。
　コントロール変数は，メディアの違いが広
告効果に及ぼす影響の有無やその大きさを相

表 6：調整変数とコントロール変数の出典
著者 年 調整変数 コントロール変数

Buchholz and Smith 1991 広告への関与 ─

Stafford and Day 1995 サービス（経験的 vs 功利的），
広告表現（理性訴求 vs 情緒訴求） ─

Chaudhuri and Buck 1996 ─
製品関与，広告表現※，広告熟知，
ブランド熟知，ブランド利用経験，

製品利用経験，広告の文字数
Bezjian-Avery, Calder, 

and Iacobucci 1998 消費者特性
（視覚情報指向性 vs 言語情報指向性） ─

Sundar, Narayan, 
Obregon, and Uppal 1999 ─ ニュースの記憶（再生，再認），

メディア利用経験

Nysveen and Breivik 2005 広告表現
（理性訴求 vs 情緒訴求） 広告の相対的知覚品質

Dijkstra, Buijtels, 
and van Raaij 2005 ─ 製品知識，製品関与，広告全般への態度

Wakolbinger, Denk, 
and Oberecker 2009 ─

メディア熟知，ビークルへの全般的な態度，
ビークルの知覚品質（文章，コンテンツ，デ
ザイン，レイアウトのわかりやすさ，メ
ニューの使いやすさ），製品関与（非営利活
動での貢献の有無）

※ 20 種類の広告訴求の採用をダミー変数としている。
出所）筆者作成。
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対的に評価する目的で導入されている。これ
らは大きく 3 つに分類される。第一に「消費
者特性」として，製品関与，製品知識，広告
熟知，広告全般への態度，ビークルへの全般
的な態度，ブランド熟知，メディア熟知，製
品利用経験，ブランド利用経験，メディア利
用経験がある。第二に「調査刺激への反応」
として，広告の相対的な知覚品質，ビークル
の知覚品質，ニュースの再生と再認が挙げら
れる。第三に「調査刺激そのもの」としては，
広告表現（ダミー変数：健康訴求，信頼性訴
求，愛情訴求，機会訴求，高齢者推奨訴求，
ブランド便益訴求，利便性訴求，原材料訴求，
問題解決訴求，価値訴求，テスティモ二アル
訴求，恐怖訴求），広告の文字数がある。

5．おわりに

　本稿では，媒体効果を実証的に検証しよう
と試みた研究について，インターネットが社
会に普及し根付いた時期に焦点を合わせ，研
究においてメディアがどのように取り扱われ
てきたかを整理し，4 つの RQ について検討
を行った。その結果，広告の媒体効果をめぐ
る先行研究には，いくつかの共通的な視点
と，対立的な立場が併存していることが明ら
かとなった。
　RQ1 について，広告刺激の統制に関して
は，「同一の広告素材を用いるべき」とする
立場と，「メディアに応じて適切な表現を用
いるべき」とする立場の間で，研究者が最適
なバランスを模索していることが分かった。
前者はメディア間の純粋な効果差を検証する
点で理論的に明晰である一方，後者はより現
実的な広告接触状況を再現する点で有効であ
り，それぞれに利点と限界がある。したがっ
て，今後の媒体効果研究においては，広告素
材の選定において自然さと統一性のバランス
をいかに確保するかが重要な設計課題である
といえる。

　次に RQ2 に関しては，媒体効果を生起さ
せる属性に関する議論の展開を整理した。本
稿で対象とした研究では，特に「様相」「メ
ディアの制御性」「双方向性」の 3 点が頻繁
に言及されており，これらが媒体効果の発現
に関わる主要な構成要素であると考えられて
いる。とりわけ，インターネット広告に関し
ては，操作性や情報探索の利便性，ユーザー
の主観的イメージといった側面も言及されて
おり，印刷媒体や電波媒体とは異なる次元で
広告効果を生み出す可能性が示唆された。
　RQ3 では，媒体効果の仮説を導く際に参
照された理論を 4 つの類型に整理した。⑴メ
ディアが広告効果に影響を与えるという基本
的前提を支える理論群，⑵受動的な情報処理
による学習や態度形成に関する理論群，⑶能
動的な情報処理を前提に，個人差や認知的特
性に着目する理論群，⑷メディアと情報処理
との相互作用に関する理論群である。これら
の理論はいずれも，媒体効果の仮説を構築す
る際の理論的な土台となり得るものであり，
今後の実証研究の枠組みを設計するうえでも
有益である。ただし，各理論がどの程度明示
的に仮説と結びつけられているかについては
研究ごとに差があり，理論と実証との接続の
度合いには課題も残されている。
　最後に RQ4 では，各研究が広告効果をど
のように定義し，測定していたかを確認し
た。その多くは，広告に対する認知（認知率，
再認，想起など），態度（広告態度，ブラン
ド態度など），行動意図（購入意図，クリッ
ク意図など）などを効果指標としており，
Vakratsas and Ambler（1999）が提示した

「消費者」および「消費者行動」に含まれる
多様な要素が参照されていた。一方で，複数
の指標を組み合わせて広告効果の全体像を把
握しようとする姿勢が強まる中で，広告効果
をどの水準で捉えるかという問題が前景化し
てきており，今後は指標間の関係性や測定の
妥当性について，より精緻な検討が求められ
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る。
　続いて，本稿の検討結果に対する限界点を
記す。まず本稿は，論文の渉猟に用いるデー
タベースを特定したり，検索のキーワードや
ジャーナルタイトルを限定したりといった，
明確な基準に則ったシステマティックレ
ビューの方法を採用していない。広告効果，
およびメディアを介したコミュニケーション
に関する研究論文を収録する学術誌から，先
述の条件に合致したものを対象に分析を進め
たに過ぎず，加えて当該期間に公表された重
要な研究を見落としている可能性を棄却でき
ない。
　また 2010 年以降の動向についても検討の
必要性を認識しているが，本稿では整理の着
眼点が多岐にわたることから，対象範囲を拡
張すると議論が錯綜するおそれがあった。そ
こで本稿では，インターネット導入の前後期
にあたる 10 年間に焦点を絞り，小括的に整
理を行うことで，今後の考察を深化させるた
めの基盤を築くことを意図した。とはいえ，
インターネットサービスの普及が進んだ
2010 年以降の研究を含めた検討は本来的に
不可欠であり，この点は本稿の限界の一つと
して明記しておきたい。
　媒体効果をめぐる実証研究が蓄積し，メ
ディアの特性が明らかになっていくにした
がって，方法論的，理論的な課題も前景化し
つつあることがわかった。特に近年のメディ
ア環境は，モバイル端末の普及，SNSの台頭，
AI を活用したパーソナライズド広告など，
新たな広告接触の様式を次々に生み出してい
る。こうした変化は，広告の「媒体性」その
ものを再定義する必要性を突きつけており，
媒体効果研究においても，従来のマスメディ
ア的な分類や特性だけでは捉えきれない問題
が顕在化しつつある。したがって今後は，消
費者が広告をどのような文脈で受容し，どの
ような体験として意味づけているのかという
観点から，より柔軟かつ包括的な分析枠組み

の構築が求められるだろう。
　今後は，先行研究の実証結果の一致や齟齬
を丁寧に整理し，頑健性の高い媒体効果と未
解明の部分が大きい媒体効果を精査していく
必要がある。たとえば Gallagher, Foster, 
and Parsons（2001）および Gallagher, 
Parsons, and Foster（2001） と，Sundar, 
Narayan, Obregon, and Uppal（1998）はい
ずれも印刷媒体条件とインターネット条件で
同じ広告表現を用いた実験調査を行っている
が，それらの結果は相反する。Gallagher, 
Foster, and Parsons（2001）および Gallagher, 
Parsons, and Foster（2001）は，メディア
によって認知的効果に差が見られない点を確
認している。ここでの認知的効果は，被験者
に手がかりを与えずに測定した広告商品

（サービス）の再生記憶，企業名（広告主）
の再生記憶，ブランドロゴの再認記憶と，ブ
ランドロゴを再認できた被験者における，業
種の再生記憶，企業名（広告主）の再生記憶，
広告コピーの再生記憶である 4）。
　 一 方 で Sundar, Narayan, Obregon, and 
Uppal（1998）では，広告コピーの再生記憶
に差が見られなかったものの，広告コピーの
再認記憶では印刷媒体条件のほうがインター
ネット条件よりも効果が高いことが示されて
いる。ここでの再認記憶は，調査刺激に用い
た広告コピーと同じものを，5 つの選択肢か
ら選んで回答させる方法で測定している。な
お，この結果は，ニュースの再認とメディア
利用経験をコントロール変数として考慮した
うえで示されている。
　上記の 2 つの研究成果を比較すると，次の
ような可能性が見えてくる。ブランドロゴを
手がかりにした広告コピーの再認記憶（助成
想起）の精度にはメディアによる違いは見ら
れないが，選択肢から広告コピーを選ばせる
形式の再認記憶には，メディアによる差が生
じる可能性があるのではないか。このよう
に，広告効果の測定手法にまで目を向けて考
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察することで，媒体効果に関する実証研究の
結果が一致しない理由についてより深く検討
でき，今後の研究にとって有益な手がかりを
得ることができるだろう。
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（注）
1）	 例として，理性訴求的メッセージと情緒訴求的

メッセージの違いが広告情報の記憶に及ぼす影
響に対して，消費者の認知欲求の多寡が調整変
数として作用するか，といった研究関心は，「広
告情報の入力」における「メッセージの内容」
の違いが，「消費者」における「認知」に及ぼす
影響に対して，「フィルター」における「能力（関
与）」の多寡が調整変数として作用するか，と換
言できる。

2）	 五感の多くを動員させたほうが高い広告効果が
得られるのか，少ないほうが高い広告効果が得
られるのかについては結論を見ていない。多い
ほうがよい（Deutsch and Deutsch, 1963; Paivio, 
1971; Triesman, 1964 など）。少ないほうがよい

（Broadbent, 1958；Edell and Keller, 1989; 
Wright, 1980 など）。

3）	 彼らは論文 30 編から双方向性の定義を渉猟して
内容分析を行い，双方向コミュニケーションを

開発した 10 名へのデプスインタビューと 2 回の
フォーカスグループインタビューを行っている。
そこから双方向性に関わる単語 157 を炙り出し，
オーディエンスが知覚する双方向性の構造分析
を行った。

3）	 Kaid（2002）が引用した psychodynamic model 
の出所は De Fleur, Melvin L. and Sandra Ball-
Rokeach (1973). Theories of MassCommunication, 
3d ed., New York: David McKay Company, 
pp.238-246. であるが，絶版により参照できな
かったため，本稿では De Fleur, Melvin L. and 
Sandra Ball-Rokeach (1982). Theories of Mass-
Communication, 4th ed., New York: Longman, 
pp.218-223. に基づく。

4）	 原文のなかは再生と呼称しているが，思い出す
ための手がかりとしてブランドロゴを提示して
おり，実質的には再認記憶（助成想起）に相当
する。
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(Abstract)
This paper examines empirical studies from 1990 to 2009 to clarify the intersection of 

media attributes, theoretical frameworks, and effect indicators in advertising research. Studies 
were analyzed from four perspectives: media attributes emphasized in media effect research, 
theoretical frameworks used, definitions and measurements of advertising effectiveness, and 
characteristics of experimental stimuli.

The study presents several key academic contributions. A wide methodological range is 
highlighted in the ways researchers ensure consistency across different media and replicate 
real-world exposure conditions. The media attributes investigated in previous studies are clas-
sified, and media effects are shown to be frequently linked to features such as modality, control 
over the media, and interactivity. The theoretical frameworks employed are also identified and 
categorized, revealing both a diversity of approaches and the existence of implicit assumptions 
or biases. Advertising effectiveness is described as spanning cognitive, emotional, and behav-
ioral domains, with frequent inconsistencies found in the indicators used to measure these 
effects.

These findings offer valuable insights for future research on media comparison and contrib-
ute to the design of more accurate advertising effectiveness measures.
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